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2006年12月14日

欧州議会により採択された欧州の新化学品規制（REACH）案に対する日化協の見解

社団法人日本化学工業協会

2006年12月13日、欧州議会において欧州の新化学品規制（REACH　※）案に対する修正案が可決されました。
日本化学工業協会（以下　日化協）としては「人の健康と環境保全」や「世界の持続的発展」をうたったREACHの趣旨そのものには賛同してきました。しかしながら、同法案は、日欧間の化学品貿易や欧州域内で事業を展開している日系化学企業の活動に悪影響を及ぼす懸念のみならず、従来のサプライチェーンに変化をもたらしユーザー業界にも影響を及ぼす懸念は払拭されていません。さらに、その運用面において問題点や現時点では不明な点が数多く残されており、施行にあたり大きな混乱が生ずることが予想されます。
具体的には以下があげられます。

①データの共有をはじめとする登録時の手続きなど、実際の法運用面において、現時点では不透明な部分も多く、施行にあたり混乱が予想される。特に、欧州におけるコンソーシアムの形成など、域外企業にとって不利となりかねない不明点も多い。

②リスクベースの化学物質管理から隔たりがある。

・高懸念物質の使用においてリスクが適切に管理されていても、「認可」申請時に代替計画を提出する義務がある。

・ポリマーを欧州へ輸入する際、既に製造過程で消失している構成モノマーを登録する義務がある。

③「認可」の候補物質リストがブラックリスト化し、購買拒否に繋がる可能性がある。

④化学業界のみならず川下ユーザーにも情報伝達の義務が課せられ、しかも非常にタイトな実施スケジュールへの対応が必要とされることから、サプライチェーンに混乱を招く可能性がある。
日化協は、2003年10月に欧州委員会から欧州議会に提出されたREACH案に関して、日欧間の化学品や化学品を含む製品の貿易等に大きな影響を与えることが予想されたため、2004年９月に日化協内に協議会を設立し、欧州議会、欧州委員会、閣僚理事会へ働きかけなどを行うとともに、欧米の化学業界とも連携し改善を図ってきました。

今後、欧州閣僚理事会の合意を経て、来年６月にはREACHが施行されると見込まれています。それを踏まえ、日本化学工業協会では、今後、わが国の化学企業のREACHへの円滑かつ的確な対応をサポートすることに注力すると共に、ガイドライン（RIP：REACH Implementation Project）の適正化や運用の明確化など、引き続きREACHの動向を注視し、必要な対応をとっていく考えです。

※REACH :the Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals
本リリースに関する問い合わせ先：日本化学工業協会　広報部/青山　tel.03-3297-2555
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